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令和８年度採用 人吉市給付型奨学生募集要項 

 

人吉市では、向学心に富み、能力があるにもかかわらず経済的理由により修学困難な者に対して

学費を給付し、その能力に応じた教育を受ける機会を与え、もって有能な人材を育成することを目

的として、給付型奨学金制度を設けています。奨学生は、選考委員会を経て、教育委員会で決定し

ます。  

 

１ 申込者要件【次の項目全てに該当する方】 

学校教育法に規定する中学校若しくはこれと同程度の学校又は高等学校若しくはこれと同

程度の学校（※１）の最終学年に在学しており、かつ、高等学校又はこれと同程度の学校若

しくは大学等（※２）に進学を希望する方で、次に掲げる要件を全て満たすこと。 

（１）保護者が人吉市内に１年以上居住していること。 

（２）経済的な理由により修学が困難と認められること。（※３） 

（３）申込時に在学している学校における全履修科目の評定平均値が、５段階評価で３．５以上の

者若しくはそれに相当する者又は特定の分野における能力が卓越している者で、学校長の推

薦する者であること。 

（４）保護者に市税等の滞納がないこと。 

 

※１：在学する学校の要件は次のとおりです。 

中学校又は 

これと同程度の学校 

中学校・義務教育学校（後期課程）・中等教育学校（前期課程） 

特別支援学校（中等部） 

高等学校又は 

これと同程度の学校 

高等学校・中等教育学校（後期課程）・特別支援学校（高等部） 

専修学校（高等課程） 

 

※２：進学する学校要件は次のとおりです。 

高等学校又は 

これと同程度の学校 

高等学校・中等教育学校（後期課程）・特別支援学校（高等部） 

高等専門学校・専修学校(高等課程)・各種学校（修学年限が 2年以上のも 

の） 

大学等 大学（短期大学含む。）・専修学校(専門課程) 

 

※３：市が別に定める収入基準額以下であることが条件になります。（４～６ページ参照） 

 

◎申込者要件に該当しない場合は、原則として採用になりません。なお、申込段階における採用可 

否のお問い合わせについては回答いたしかねますので、奨学金の希望をされる場合は願書の提出 

をお願いします。 
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２ 給付額等 

進学する学校に応じ、入学時祝金として１回のみの給付です。 

学校種別 給付額 採用人数 

高等学校又は 

これと同程度の学校 

高等学校・中等教育学校（後期課程） 

特別支援学校（高等部）・高等専門学 

校・専修学校(高等課程) 

各種学校（修学年限が 2年以上のも 

の） 

１００，０００円 年１０人以内 

大学等 
大学（短期大学含む。）・専修学校(専 

門課程) 
４００，０００円 年５人以内 

 

３ 奨学金の併給について 

 本奨学金は、本市の貸与型奨学金を含めた他の奨学金との併給について制限はありません。 

ただし、他の奨学金制度が併給を認めていない場合がありますので、申請者の家計事情にあった奨

学金を受けるためにも、他の奨学金制度の内容も御確認され申請をいただきますようお願いします。 

【併給整理表】 

 人吉市 

貸与型 

他機関の 

貸与型奨学金 

他機関の 

給付型奨学金 

人吉市 

給付型 
〇 〇 〇 

 

４ 選考から支給までのスケジュール 

（１）１１月２６日（水） 一次選考【書類選考】 

（２） １２月上旬    一次選考結果の通知 

 （３）１２月２０日（土） 二次選考【面接】  ※保護者様の同席もお願いします。 

 （４）  １月上旬    二次選考結果の通知 

 （５）  ３月下旬    決定通知書交付式 ※保護者様の同席もお願いします。 

 （６） ４月～５月    在学証明書提出後、奨学金の支給 

 

５ 受付期間 

 令和７年９月１日（月）～令和７年１０月３１日（金）の開庁日 

 ※学校長を経由のうえ、教育委員会学校教育課に提出してください。原則、郵送不可。 

 

６ 問合せ先・提出先 

 人吉市教育委員会 学校教育課総務係 

 〒８６８－８６０１ 人吉市西間下町７番地１（人吉市役所４階） 

 ＴＥＬ：２２－２１１１（内線：４０１１・４０１２） ＦＡＸ：２２－７０１９ 
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申込みに必要な書類 

願書は、奨学生の選考にあたっての重要な書類となりますので、申請時現在の事実を記入して 

ください。記入すべきことが記入されてなかったり、記入内容が故意に事実と相違していることが

判明した場合には、採用決定後においても採用取消となる場合がありますので正確に記入してくだ

さい。 

（１）人吉市給付型奨学生願書【様式第１号】 

家族の状況欄には、本人・単身赴任の保護者及び就学のために別居している兄弟等を漏れな

く記入してください。 

なお、住所が同一であっても住民票が別世帯である場合は、記載不要です。 

（２）人吉市給付型奨学生推薦書【様式第２号】 

   学校に依頼をしてください。開封せずに提出してください。 

（３）学業成績証明書 

   学校に依頼をしてください。申込時点で在学する学校の入学時から在学年までのものが必要

です。なお、在学年分は直近の確定している評定を記載してください。 

（４）人吉市給付型奨学生保護者状況調書【様式第３号】 

（５）住民票（発行：市民課） 

   続柄と本籍地が記載されたもので、次の方の分が必要です。 

   □申請者が属する世帯全員分 

（別居家族のうち住民票別世帯員分の住民票は不要ですが、願書において「就学者を除く家

族」に記載された方は所得課税証明書が必要です。） 

（６）所得課税証明書（発行：税務課） 

   令和７年度（令和６年分）のもので、次の方の分が必要です。 

   □願書の「家族の状況」欄のうち、「就学者を除く家族」に記載された方 

 （７）在学証明書 

   「就学者」に記載された方のうち、本人以外で就学のために別居している兄弟等。 

    ※ただし、（５）の住民票に記載がある場合は必要ありません。 

 （８）印鑑登録証明書（発行：市民課） 

   様式第３号に記載された保護者分が必要です。 

 （９）市税等の滞納がないことの証明書（発行：税務課） 

   父母等、保護者全員分が必要です。 

（１０）調査同意書 

   必要に応じて関係機関へ照会する場合があります。 

 

 

 

 

 

 

貸与型と給付型を同時申請される場合、 

（５）住民票 

（６）所得課税証明書 

（７）在学証明書（本人以外） 

は１部で構いません。 

（８）印鑑登録証明書は、同一人物であ

る場合は１部で構いません。 
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【参考】収入基準額について 

 

・世帯人員は、願書「家族の状況」欄に記載された人数とします。 

・これらは、奨学生の属する世帯員のうち、願書「就学者を除く家族」の者の所得課税証明書を

基に、給与収入控除（別表１）や就学者控除（別表２）を行い判定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 世帯人員 

高等学校又はこれと同程度の学校に進

学する者 

【高等学校・中等教育学校（後期課程）

特別支援学校（高等部）・高等専門学校・

専修学校(高等課程)・各種学校（修学年

限が2年以上のもの）】 

大学に進学に進学するもの 

 

【大学（短期大学含む。）・専修学校(専

門課程)】 

収入基準額 

所得金額 

収入基準額 

所得金額 
  １人 １，０３０，０００ １，３９０，０００ 

  ２人 １，６５０，０００ １，９８０，０００ 

  ２，８２０ 
  ３人 １，９００，０００ ２，１２０，０００ 

  ３，２８０ 
  ４人 ２，０６０，０００ ２，２９０，０００ 

  ３，５５０ 
  ５人 ２，２１０，０００ ２，３９０，０００ 

  ３，８２０ 
  ６人 ２，３４０，０００ ２，５００，０００ 

  ４，０２０ 
  ７人 ２，４６０，０００ ２，６２０，０００ 

  ４，２２０ 
  ８人 ２，５７０，０００ 

（１人増す毎に、これに１１０，０００

円を加算する） 

２，７４０，０００ 

（１人増す毎に、これに１２０，０００

円を加算する） 
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（別表１）給与所得の場合による控除額 

（Ａ） 

 年間収入金額 控除額 

268万円未満の場合 収入金額と同額 

268万円以上400万円以下の場合 年間収入額×0.2＋214万円 

400万円を超え781万円以下の場合 年間収入額×0.3＋174万円 

781万円を超える場合 408万円 

 

（Ｂ） 

年間収入金額 控除額 

65万円以下の場合 年間収入額と同額 

65万円を超え180万円以下の場合 年間収入額×0.4 

（ただし、控除額が65万円未満の場合は65万円で

ある） 

180万円を超え360万円以下の場合 年間収入額×0.3＋18万円 

360万円を超え660万円以下の場合 年間収入額×0.2＋54万円 

660万円を超え1,000万円以下の場合 年間収入額×0.1＋120万円 

1,000万円を超え1,500万円以下の場合 年間収入額×0.05＋170万円 

1,500万円を超える場合 245万円 

１ 奨学金の給付又は貸与を受ける者の生計を維持する者のうち、給与所得の年間収入金額が世帯最多者（給

与所得のある者が１人の場合を含む。）にあっては（Ａ）の表、その他の者にあっては（Ｂ）の表を適用

する。なお、年間収入金額が世帯最多額で同額の者が複数いる場合については、ひとりは（Ａ）の表、そ

の他の者は（Ｂ）の表を適用する。 

２ 控除額は、１万円未満の端数があるときは、四捨五入する。  

３ 給与所得と給与所得以外の両方の収入がある場合、給与所得は別表１の方法で、給与所得以外の所得（農

業・不動産等）は所得証明書に記載された所得額として、これらを合算する。 
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（別表２）特別控除額表 

区分   特別控除額 
世
帯
を
対
象
と
す
る
控
除 

①母子・父子世帯であるこ

と。 
          99万円 

②就学者のいる世帯であ

ること。 
小学校         31万円 

※児童・生徒・学生１人に

つき 
中学校         46万円 

※申請者本人は含めない。         
自宅 

通学 

自宅外 

通 学 

  

高等学校 

国・公立 39万円 69万円 

  私立 88万円 118万円 

  

高等専門学校 

国
・
公
立 

1～3年次生 39万円 69万円 

  
4・5年次生 

及び専攻科 
43万円 72万円 

  
私
立 1～3年次生 88万円 118万円 

  
4・5年次生 

及び専攻科 
87万円 116万円 

  大学 

（短期大学・大学院を含

む） 

国・公立 74万円 121万円 

  私立 133万円 180万円 

  

専修学校 

高等 

課程 

国・公立 39万円 69万円 

  私立 88万円 118万円 

  
専門 

課程 

国・公立 36万円 81万円 

  私立 102万円 147万円 

す
る
控
除 

本
人
を
対
象
と 

申請者本人が高等学校又

はこれと同程度の学校の

奨学金の申込者 

          39万円 

申請者本人が大学等の奨

学金の申込者 
          74万円 

１ 控除については、該当する特別の事情が２つ以上ある場合は、これらの特別控除額を合わせて控除する

ことができる。 

２ 子ども（就学者、就学前の子、申請者本人を含む）が２人を超える世帯は、その超える人数に「本人を
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対象とする控除額」に５０万円を加えた額を乗じた額をさらに控除することができる。 


